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1ま え が き
会社,と りわけ株式会社にとって配当は重要 な事柄である。株主か ら提供
された資本はその運用成果に応 じて通常配当金と して分配 される。配当金を
め ぐる問題は株主にとって重大な関心事である。配当金としてどれだけ処分
することができるかは,企 業の経済活動およびそれ らの数量的表現と密接な
関連をもっている。 また配当とい う行為には,経 営者,株 主,債 権者などの
間で利害関係が存在するため,多 くの場合法律に よる規制を必要 とす る。
企業による経済活動の結果は利益 として把握 されるけれ ども,利 益をどれ
だけ配当として支払 ってよいかが問題になる。今 日の利益は期間損益計算を
前提 として計算されているため,そ の数値は最終的なものではな く暫定的で
ある。企業は一つの連続性を保 ってお り,あ る期の利益を他の期に支払 うと
いった ことも行なわれる。配当の問題を期間利益 との関連だけでとらえるこ
とができないところに)問 題がなお一層複雑になる要因を含んでいる。
配当可能利益をいかに規制す るかは,こ のように会計的な損益計算の特殊
性 と結びついている。かといって会計の問題 としてだけで とらえることもで
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きず,法 律的な見方や考え方も導入されて くる。配当可能利益の問題は法律
と会計 とが接する最も興味深い点のひとつではないか と思われる。
リトル トンはこの配当可能利益の問題をどの ようにとらえているのであろ
うか。それを検討す ることが本稿の 目的である。配当可能利益に関するリ ト
ル トンの所論は,つ ぎの 三つの論文で 詳 しく論 じられている。 すなわち,
くの
1934年6月に 発表されたr配当基準』,同年12月の 『配当は 利益を前提と
(2)(3)
する』,そして しば らくたった1937年のr法 的配当基準 としての企業利益』
がそれである。.これ らの論文は重複する部分もかな りあるけれ ども,相 互に
補完 されている部分も少な くない。そ こに貫ぬかれているリ トル トンの考え
は,用 語の使用等について 不十分な点を 別に して,多 くの示唆に富んでい
る。またそれは リト'ルトソの会計理論を理解するうえで見過 ごせない問題で
あると思われる。
2配 当規制の諸類型
リトル トンが 問題にする 配当可能利益の法的規制は1930年代におけるア
メ リカの実状に関するものである。 この時期は配当可能利益に関する規制が
,法律問題 としてとくに注 目を集めたときである。アメリカ各州において法律
の改正が行なわれ,配 当規制の方法に大 きな変化があ らわれた。そのひ とつ
の契機になったのが1928年に出現 した 統一事業会社法(UniformBusiness
CorporationAct)であるといわれている。 それに影響されて各州がなん ら
かの反応を示 した結果,か な りの数の州法が改正された。アメリカ合衆国の
会社法は州 ごとに 異な り,そ れぞれ 独 自の判断に もとついて 制定されてい
る。州法が統一法 との関連でかな り大幅に改正された ことは,配 当規制の方
じ
向を知るうえで興味深い材料を提供 して くれ る。
(1)A・C・ ■ittleton,``TheDividendBaseノ'Tゐ θAccountingRevieev,June,
1934,pp.140-148.
(2)A.C.Ljttle七 〇n,``DividendsPresupposeProfitsノ'The∠lcoountingRevieω,
December,1934,pp.304-311.
(3)A・C・Littleton,"BusineseProfitsasaL・ega工BasisforDividelldsノ'The
HarvardBusiness1～evieω,Autumn,1937,pp.51-61.
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リ トル トンの説明によれば,配 当可能利益の規制方法は資産基準 と利益基
準に大 きく分け られる。資産基準は負債 もしくは資本金 と比較 して超過する
資産部分があるか どうかに よる配当規制の方法であ り,利益基準は過去の留
保利益 もしくは当期の純利益があるかどうかによる配当規制の方法である。
資 産 基 準 は 超 過 資 産 基 準(excess-of-assetsbase)とも 呼 ば れ,さ らに 支 払ユ
不能 テス ト(Solvencytest)と資本欠損テス ト(Capital-impairmenttest)
に分 け られ る。
支払不能 テス トは資産 合計 と負債 との比較に よう配当規制である。負債 の
支払にあて られ るのは企業が所有す る資産 であ り,そ の資産が 負債に満たな
い場合には返 済がむずか しい。』このテス トは負債を支払えない状態に ある企
業 の配当を規制 しよ うとす る ものである。 また,資 本欠損 テス トは資産合計
と負債 お よび資本金の合計 との比較に求 め られ,会 社 の資本金 が維持 され て
ム
い るか ど うかを問題 にす る。 このテス トは資本が欠損 の状態に ある企業の配
当を規制 しよ うとす るものであ る。
当時つ ま り1920年代後半か ら30年代 にか けての会社 法改正の傾向を知 る
た めに,リ トル トンはまず改訂 した13州 についての 調査を行 な った。 その
結果 は第一表の とお りである。 これ まで述べた三つの配当 テス トにつ いて,
'削除 した州
,維 持 した州,追 加 した州の数がそれぞれ記 入 されている。数 の
合計が13に な っていないのは,州 に よって 配当テス トを重複 して用 いてい
るためであ る。13州 における配当テス トの変化
この表か らわかることは,利 益
テス トおよび支払不能テス トが削
除 され,資 本欠損テス トが追加さ
(4)
れ る傾向にあることである。 ここ
で重要な点は利益テス トが減少 し
削除 維持 追加
利益 テス ト5
資本欠 損 テス ト … …0
支払不能 テス ト … …4
?
?
?
?
?
?
?
?
〈第一表〉
ていることである。 これは統一法が利益テス トを採用 しなかったことと関連
をもつ といわれている。利益テス トよりも資産テス トとりわけ資本欠損テス
(4)A.C.Littleton,``TheDividendBaseノ'op.eit,,p.142,
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トを多 くの州が採用 した ことにな る。
こ㊧調査 は配当テス トの併 用を考慮に入れていないけれ ども,そ れ らをさ
らに詳 しく分析 した調査が別 の論文 で展 開 され ている。それに よれば 配当規
制 は7類 型に分け られ る。 その内訳 は,支 払不能 テス ト,資 本欠損 テス トお6
よび利益 テス トをひ とつだけ適用す る もの,各 テ ス トを二つ組 み合わせ るも
の,そ して三つのテス トを組 み合わせ るものであ る。 こち らの調査 は これ ら
7類型について1925年と1933年の比較 を した ものであ る。 この両年 の間に
統r-・-a・法の出現(1928年)があ り,影 響のほ どが うかがわれ る。調査の結果 は
(5)
第二表に示 されているとお りである。
このなかで最 も多
い類型は資本欠損テ
ス トと利益テス トの
組み合わせであ り,
第二が支払不能テス
トと資本欠損テス ト
の組 み 合 わせ で あ
る。この ことは両方
の年度に共通 してい
る。
配 当テス ト
無 規 定
(a)支払 不能 のみ
(b)資本欠 損のみ
(c)利益 の み
(a)と(b)の組 み 合わせ
(b)と(C)の組 み合わせ
(a)と(c)の組 み合わせ
(a)(b)(c)の組 み合わせ
州 の 数　
1925年の法律1933年 の法律
2
41
47
54
910
1719
53
35
4949
〈第二表〉
二つの類型を合計すると1925年には26州,1933年には29州とな り,
次第に増加 している。つまりひとつの配当テス トよりも二つの配当テス トを
組み合わせて適用す る傾向が強 く,しかもそれは増加 しつつあることを意味
している。
こうした傾向に対する リトル トンの基本的な立場をまず明 らかに してお く
必要があろう。 リ トル トンはつ ぎのように考えている。大部分の人びとは州
法の改正を改善として受けとめている。 しか しそ うした改正の方向がはた し
て配当法に関する最も好ましい規制方法なのであろうか。 とりわけ利益テス
(5)A.C・Littleton,``BusinessProfitsasaLegaユBasisforMvidends,"oか
cit.,P・51・
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トよりも資産テス トを法律が重視す るようになってきていることは問題であ
る。他のテス トに くらべ利益テス トを選択する方が論理的である。か りに資
産テス トをとるとしても,二 つの従属的な支払不能テス トおよび資本欠損テ
ス トが併存することは混乱をまね くもとである。いずれか一方を除去するこ
くの へ
とが好 ま しい。、/
す なわち前述 の7類 型にそ くして リ トル トンの考 えを説 明す れば,二 つの
テス トも しくは三つ のテス トを組み合わせ る配 当規制 の方法が まず 否定 され
てい る。支払不能 テス ト,資 本欠損 テス トお よび利益 テス トの うちいずれか
ひ とつ が採用 され るべ きであ るとい うことにな る♂ これ らのなかでは利益 テ
ス トが最 も論理的であ るとされてい る。
こ うした基本的な立場 をふ まえて,そ れ ぞれ のテス トに対 して リ`トル トン
は ど う考 えているのか,さ らに 吟味す ることに した い。
3支 払 不 能 テ ス.ト
このテス トは,会 社が債務の支払をできない状態にあるときには配当を禁
じようとするものである。 この テス トについては1570年頃にすでにあ らわ
れており,そ の後1855年の英国会社法が配当規制 として採用 し,ア メ リカ
の州法に影響を与えたといわれている。支払不能テス トが どのような意味を
もっていたのかについて リ トル トンはつ ぎのように述べている。
「コモン ・ローにおける支払不能 とい うのは単なる債務の支払不可能を意
味 していた。 この考えは 多 くの諸外国の法律と同様に,1867年の国内破産
法な らびに 多数の州法に受け継がれた。 しか し1873年の不況は このルール
のきび しさを 明らかに し,1898年の国内破産法は 破産を運転資本の不足に
よる一時的な財政困難ではな く絶望的な財政状態によるものと定めた。そこ
で現在多 くの配当法に表われている支払不能の概念は,資 産の合計と負債の
くア　
合計 との比較を要求 している。」
(6)A.C・Littleton,``TheDividendBaseノ'Opcit.,P・143・
(7)∫bia.,P・144・
、
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債務の支払ができないといっても,単 に資金繰 りの不手 ぎわなどに より一
時的に運転資本が不足する場合 と,ま った く不可能で財政の根本的な改革を
必要 としている 場合とがある。 当初はいずれをも 含む広い 意味であったの
が,次 第に後者に限定されるようになった。そ してその判定は資産 と負債 と
を総額的に比較す ることによって行なわれるようになった ことになる。
、 、
こうした意味で支払不能テス トが適用 されると して,は た してこのテス ト
は配当規制に必要かどうかが検討 されなければな らない。配当法に支払不能
テス トを含めるのは,意 識的に しろ無意識的に しろ二つρ理論にもとついて
いるとリトル トンはい う。それ準第一に,債 権者 と所有主 とは基本的に異な
り相反すること,第 二に,蓄 積資本はそれを有利に使用できると考える人び
との手にもた らすには多 くの説得と保護を必要 とするにもかかわ らず心細 く
(8)
頼 りにな らないとい うこと,で ある。
今 日の企業は債権者 と所有主との区別が不明確になっている。資本の提供
者 とい う点では債権者も所有主 もかわ りない。企業そのものはさまざまな資
本提供者 との契約関係に より成立って いるとみることができる。 このように
今 日の企業を特徴づければ,債 務の支払 とい うことを強調する必要性は弱ま ・
って くる。たとえ債務の支払が不可能になったとしても,そ れがただちに会
社財産の処分に よる返済 とい うことに結びつかな くなる。資本提供者すべて
が相互に協定 した うえで資本構造の再編成をめざす方が賢明である。
さらに こうした支払不能状態にある企業を規制するのは配当法の任務では
ないとするのが リトル トンの考えである。それ らは本来破産法などにおいて
規制すべきことであるといわれている。以上のように して リトル トンは配当
規制としての支払不能テス トを否定す る。資産テス トを単純化す るには,支
払不能テス トを不要なものとし,資本欠損テス トだけを残すべ きであると述
べている。
(8)∫bia.,.p.144.
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4資 本 欠損 テ ス ト
資本欠損テス トもまた資産テス トのひとつであ り,配 当を支払 うためには
負債および資本金を上回る資産がなければな らないとするものである。支払,
不能テス トの場合と異な り,こ のテス トは資本金部分に相当す る資産が企業
～
内に確保 されていることを配当条件に加えている。同 じく債権者保護の立場
にたつ とはいえ,そ れは債権者に とって担保 となる資本金の維持を要請 して
いるのである。
このテス トの基本的な考え方は資本か らの配当を認めない点にある。 これ
に対 して利益テス トの基本的な考え方は,配 当は利益か ら行な うべきである
とする。前者が配当可能利益を消極的に規定するのに対 して,後 者はそれを
積極的に規定 しようとするところに違いがある。もっとも両方によって規定
された結果が同 じになるな らば,実 質的な違いはない。 くい違いが生 じて く
るところに問題が起って くるのである。その最も典型的な例 とされているの
が評価替剰余金の場合である。
再評価に より資産価額を引き上げると,評 価替剰余金が生 じる。資本欠損
テス トを適用すれば,こ の評価替剰余金は配当可能利益に含 まれることにな
る。再評価に より資産の合計はそれだけ増加するのであるか ら,超過資産テ
ス トの性質か らいってなんの制約もなければ配当可能利益が増えることにな
る。他方,利 益テス トを適用 した場合,再 評価により配当可能な利益が増加
したとみることはできない。資産価額を引き上げたといっても資産そのもの
は以前 とまった くかわ らず,な ん ら実質的な 利益の増加を もた らしていな
い。 したがってそれは配当可能利益に含まれないことになる。こうした両テ
ス 下の くい違いは,資 本欠損テス トに よる配当可鱒利益の算定か ら評価替剰
余金を除外する,と い う制約をもうけることによっては じめて解決され る。
(9)
リ トル トンは資産テス トの欠点を二つあげている。まず第一にそれは資産
の評価基準を未決定のままに しているとい うことである。資産 の合計とい う
(9)1bid・,p.146.
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のが,原 始原価,清 算価値,現 在原価,現 在取替原価,鑑 定価値,あ るいは
合理的価値のいずれを意味す るのか,法 律には規定 されていない。法律は大
部分それ らの解釈を取締役にゆだねてい筍。
第二の欠点は,そ れが配当に関する一定の方向とい うよりも,む じろ資本
維持テス トであるとい う点にある。それは肯定的な統制 とい うよりも否定的 「
な統制になる。債権者保護のため資本を維持 しさえすれば,そ の他はすべて
配当として支払 ってもよいとい うことである。 しか し維持 されるべき資本と
は何かが明確に されていない。それは株主の原始拠出額なのか,法 定資本部
分なのか,あ るいは現在取替価格による資産の原始投下額 なのか,ま たは投
資家購買力に等 しい額なのか,論 争の余地がある。
そ もそも資本金を維持す ることにより債権者保護が 保たれるとす る考え
は,1824年の担保資金 ドク トリン(trust-funddoctrine)aこは じまるといわ
れている。そ こでは資本金が有限責任会社の債権者をより安全にするいわば
担保であるとされていた。 しか し債権者は資本金を維持することによりどの
ような保護を受けるのであろ うか。資本が欠損になったとしても,債 権者に
はなん ら実質的な権利が与え られないのが普通である。 また無額面株式が発
行 されるようにな り,資本金 と払込額 との関連が切 り離されると,資 本金の
意味はます ます とぼ しくなって くる。
資本欠損テス トによれば資本が欠損の状態にあるときにはた とえ当期に利
益庖生 じても配当をすることはできない。利益はまず欠損の填補にあて られ
なければならないか らである。 リ トル トソは資本の欠損 と配当とを結びつけ
ることに疑問をもっている。資本の欠損を処理するのは資本の減少に関する
くユの
区別であり,配 当区分ではないと述べている。すなわち,欠 損金の処理は減
資の手続に属す ることであり,配 当規制 とは切 り離されることになる。
以上のような論拠をよりどころとして,リ トル トンは資本欠損}ス トを直
接批判す るとともに,利 益テス トを間接的に支持 しているわけである。
(1〔》Ibid.,p.147.
リトル トンの配当可能利益問題 77
5利 益 テ ス ト
リ トル トンが利益テス トを最 も好ましいとするのは,そ れが 「配当は利益
を前提 とする」とい う コモン ・ロー ・ドク トリγ に 一致 している ためであ
る。利益の性質は資本の性質に くらべ多 くの人び とに よく理解 されてお り,
また利益を測定する会計技術は資本を測定する技術 よりも進んでいるので,
(11)
それが最終的 には配当規制に成功す るで あろ うとい う推測 も している。
問題ぽ法的 に規制 され る利益概念 を どの よ うに して把 握す るか である。 リ
トル トンに よれば,そ れ は 「共通 実務(commonpractice)」のなか に 見 い
出され るとい う。「共通実務」 とい うのは,サ ヴ ィニ ー(FriedrichCarlvon
Savigny)が「民族精神(Volksgeist)」と呼んでい るものであ り,外 的 な行
為,実 務,お よび慣習のなかにあ らわれ る人び との共通意識 を意味す る とい
われてい る。利益に関す る 「共通実務」は一般にほ とん どの人 び とに知 られ
　 　 　 コ
ていない。 しか し企業家は常に利益に関 して行動 してお り,公共会計士はた
えず これ ら 「利益慣習」、を詳細に吟味 し,健全な原則に照 らしてそれ らの合
理性を判断 している。 かれ らは 裁判官の判断 と同 じように,「永遠の真理 と
調和 しない」行動および見解を常に避け ようと努めている。そこでわれわれ
　 　 　
は企業の一般的な慣習および公共会計士の認めた実務のなかに利益の民族精
。(12)
神を求めるのである,と リ トル トンはいっている。
このように して利益概念は求め られるわけであるけれ ども,配 当可能利益
との関連においては三つの視点か ら分析を行なっている。いずれ も利益テス
トの立場にたつものであるが,規 制され る利益の内容が異なっている。それ
らは 利益テス トを 法律に 導入す る場合の 問題点といってもよいかもしれな
い 。 〆
⑪A.C.Littleton,``DividendsPresupposeProfits,"op.cit.,p.304、
⑫A.C.Littleton,``BusinessProfi七sasaLegal】3asisforMvidends,"op.
cit・,P.56・
、
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(1)実現 ・未実現の視点
資産テス トと利益テス トの くい違いの例 として評価替剰余金があることに
ついてはすでに指摘 したけれ ども,こ れは実現 ・未実現の視点か らもとらえ
ることができる。評価替剰余金か らの配当は実現利益に よるものなのか,そ
れ とも未実現利益によるものであるのかが検討 される。と くに現金配当を行
な うさいに重要な点になって くる。 ・
利益テス トを支持す る会計人の立場か らは,こ の実現 ・未実現の視点が強
調され,未 実現利益か らの配当は否定される。評価替剰余金を配当可能利益
に含めないのはそれを未実現利益 として把握 しているためである。それに対
して資産テス トを主≒して支持する法律家の立場は,こ の ような区別にそれ
ほ ど関心をは らわないため,評 価替剰余金を配当可能利益に含めていた。 も
っともこの点については,1930年代における 法律改正が 評価替剰余金を現
金配当か ら除外す る方向にむかった ことか ら,ほぼ解決された ともいわれて
いる。 しか し資産テス トによれば,依 然として実現利益か らの配当とい う視
点はでてこないのであるか ら,そ のほかの問題については くい違いが生 じて
くることになる。
覧
(2)稼得 ・未稼得の視点
.実現 ・未実現の区別におとらず重要な区別とされているのが,稼 得利益と
未稼得利益 との区別である。 これを理解するためには 「稼得」 と 「実現」 と
の違いをまず 明確に しておかなければな らない。 二つの用語の違いは,「財
産を実現 したけれ ども,かれはそれを稼得 したのではない」 という単純な文
にあ らわれているとい う。財産を実現するとは自己の所有物になることを意
味するけれ ども,そ れには二通 りの方法がある。なん らかの用役を提供 した
場合 とそ うでない場合とである。用役を提供 したか どうかが稼得利益である
かそうでないかを決定する。
た とえば営業純利益 と資本利得 とを対比 してみ よう。いずれ も総資産の実
現増加額であることにかわ りはない。 しか し営業純利益だけが,積 極的な用
㌔
'
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役の提供に対する報酬 とい う意味で稼得された ものである。資本利得は積極
的な用役の提供に よるものではない。所有権の移転により実現ぽするけれど
(13)
も,稼 得 したか どうかはまた別の問題になる。
さらに リトル トンはつぎのような説明を加えている。
「営業利益は,用 役を提供 し,一連の財を購入 ・販売 し,あ るいは新 しく
作 られる禦品を製造 ・販売する,と いった企業の日常活動か ら生 じる。それ
は提供 した用役に対する反復的な収益の性質をもち,一 種 の経営管理者賃金
である。それは利益の増加額(収 益)と 利益の減少額(費 用)と を結ぶ正味'
ρ結果である・
他方,資 本利得および損失は,資 本 もしくは負債における臨時的,偶 発的
な取引か ら生 じる非反復的な収益である。それ らは企業の特定機能を規則的
に行な うのとは別に起る。それ らの大 きさは営業利益とくらべ経営行為によ
り意識的に統制 しに くい。それ らの存在そのものは企業外の影響により制約
される。それ らは営業循環の変動を強 く反映 し,大部分偶然的投機的な結果
く　の
である。」 、
この視点にたつと,配 当可能利益の計算は稼得利益か らなされることにな
る。未稼得利益である資本利得は配当か ら除外 される。その理由を もう少 し
検 討 してみる必要があろ う。資本利得の一例 として資本的資産(固 定資産)
の売却による利益があげ られている。
企業の観点か らすれば,資 本的資産の売却は,長 期資産か ら既存の環境に
適す る短期資産への転換を意味するにす ぎない。投資の一部を清算する以外
株主に支払 うものは何 もない。取替えられる資本的資産が除去 された資産 よ、
りも低い原価であるならば,新 しい流体資本(1iquidcaPital)の一部は別の
用途に利用できる。取替にさらに原価がかかるとすれば,追 加 される流体資
本は固定資産に 固定される。 また 取替が問題でないとすれば,売 却に よる'
利得 もしくは 損失に関係な く流体資本の 増加があるだけである。 流体資産
⑬A.C.Littleton,``DividendsPresupposeProfitsノ'ψ.cit,,p.305.
Oのlbid.,pp.306-307.
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く　の
(liquidasset)は運転資本 と同様 どの ように使用 して もよい。
要す るに固定 資産売却益 の ような資本利得は,資 本 の変動 を意味す る もの
であ り,配 当可能利益 とは無関係 な存在 として把握 され るのであ る。 したが
って この よ うな資本利得 お よび損失 は特別 な会計処理がな され る。
「資本利得 お よび 損失 は,そ れ らに 特有 の性質 と一致す る別個 の処理 を
し,資 本評価勘定(capitalvaluationaccount)の借方 もしくは貸方 に記入
すべ きであ る(場 合に よっては資本剰余金 も しくは払込剰余金を使用 して も
か まわな い)。ここで使用 され る資本修正勘定(capitalvariationsaccount)
は,事 実上,貸 方残 高に より累積資本増加 の優 位を,そ して借方残高に より
く　
累積資本減少の優位を示す,資 本金勘定の付属勘定 となる。」
鉄
(3)財務的利用可能性の視点
配当可能利益を規制するうえでいまひとつ大切な視点とされているのは,
それが財務的に分配可能な利益か どうかとい うことである。稼得利益がある
か らといって実際に分配可能な資産がそれだけあるとはかぎらない。 リトル
トンは積立金の例をあげてその説明を している。
積立金には契約上の義務 として積立てられるものと経営上の理由で積立て
られるものとがある。減債基金積立金は主に前者の例であ り,そ れを配当に
利用することは不可能である。後者に属するもの としては,偶 発事象,設 備
拡張,資 本損失などに対する積立金があるといわれている。 これ らの積立金
は配当に利用で きることが多い。
しか し設備拡張積立金を積立ててお り,設備を購入 した ような場合,そ の
取崩益は分配可能 といえるであろ うか。設備を拡張する目的で稼得利益の一
部が積立て られ ることは,そ れだけ流動資産が企業内に留保されることを意
味する。だが流動資産が蓄積されるといっても,設 備を購入 した時点でそれ
らは固定資産に転化 されて しま う。 したがって積立金の目的が達成されたと
a$lbid.,p.307.
0〔)Ibid.,pp.307-308.
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いっても,そ れ らは分配可能な状態にはないことになる。そ こでこのような
積立金の取崩益は分配可能な剰余金か ら除外 される必要が生 じて くる。、
同じことは減債基金積立金について もいえる。社債の返済資金として確保
された流動資産に返済と同時に社外に流出 して しまう。積立金の 目的が終了
した としてもそれ らを配当に利用することはできない。 リ トル トンは,こ う
した設備拡張積立金および減債基金積立金の取崩益を資本剰余金 に振替える
くの
か,も しくは株式配当の基礎 とするのが適切であろうと論 じている。
さらに会社め運転資本に相当す る積立金部分についても財務的に分配可能
な利益か らは除かれ ると述べている。企業は運転資本を維持 しなければ営業
を続けることができない。それは企業にとらて生産設備 と同 じように必要不
可欠なものである。 ときに より必要な運転資本の数量は変化するけれども,
最小限は どうしても必要である。そ こで配当には利用できない運転資本積立
金が設定 されることになる。
以上のような観点にたって修正を しては じめて,稼 得利益の う、ち配当とし
て財務的に利用可能な利益が算定されることになる。1
配当可能利益はぎ うあるべ きかをめ ぐるこうした議論にもとついて,リ ト'
ル トンは配当規制 として利益テス トリ重視を強調 しているわけである。最後
にこれ までのまとめの意味で リ トル トンの掲げる具体 的な提案にふれてお こ
うと思 う。 まず基本的な提案として,「配当は,認 め られた会計の原則に し
く　　　
たが って決定され,資 本の欠損な しに分配可能な利益か らのみ宣言されるJ,
とい う規定を法律に取 り入れ ることを要請 している。 このなかで 「資本の欠
損な しに」 と述べ られていることは,利 益テス トの一本化を主張す る考えと
一貫 していない。 これはおそ らく,資本欠損テス トが普及 している現実を ふ
まえて,実 践的な解決をはか った もの と思われる。
ミ
さらに副次的な提案 として,上 述 した三つの視点をそれぞれ採用 した場合
(【のlbia・,P。309.
⑱A.C.Littleton,``BusinessProfitsasaLegalBasisforDividends,"ψ.
6it・,P・60・
、
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(19)
の規制方法が掲げ られている。それ らを示せばつぎの とお りである(傍 点一
引用者)。
「現金配当は,認 め られた好 ましい会計の原則に したがって決定され,企
　 　 　 　
業において実際に実現 した当期 もしくは累積利益か らのみ宣言される。」
「現金配当は,認 め られた好ましい会計の原則に よって決定 され,営 業活
　 　 　 　 　
動において稼得 された当期 もしくは累積純利益か らのみ宣言される。」
「現金配当は,認 め られた好 ましい会計の原則な らびに健全な財務に した
がって確定 され,営 業か ら稼得され,し かも流動負債の返済が困難になるほ
　 　 　 　 　
ど正味運転資本を減少させることな く分配可能な当期も しくは累積純利益か
らのみ宣言される。」
もっとも,こ れ らは試案 として例示 されたものである点を留意 してお く必
要がある。三つの副次的提案の うちいずれが最も適切かについて明言 してい
ない。
6む す び
これまで考察 してきた三つの論文に関す るか ぎりでは,リ トル トンの分析
方法はまず各州法における実態の把握か ら始 まっている。配当可能利益 とい
う法 と会計とが密接な関連をもつ ような問題であるだけに,そ れは当然なの
かもしれないが,会 計理論面の検討だけにとどまっていない。実態にそ くし
て類型化 された各テス トがつぎに順次検討 される。結論を出すにあたっては
あ らゆる可能性を模索する。そこでは法律の改正 とい う大きな制約があるこ
とが常に念頭におかれていた ようである。た とえ理論的にす ぐれているとし
ても,実 行可能でなければ現実的な影響を与えることができない。その点 リ
トル トソは,将 来的な展望をも考慮に入れて,妥 当と思われる結論を導き出
している。利益テス トのなかで三つの視点を掲げているのも,そ うした柔軟
な考えの反映 として受け とれるのではないか と思われる。
(本稿は日本会計研究学会北海道部会におけ る研究報告に加筆 したもので
ある。)
(tgIbia・,P・60・
